
- 1 -

平成２９年度当初予算（案）
平成２９年２月７日

１．当初予算(案)の概要

一般会計予算額 724,563,000千円
（Ｈ28当初予算比 ＋2,925,000千円 ＋0.4％の増）

【参考】※Ｈ28予算額 ：721,638,000千円 ＋0.8％

※Ｈ27予算額 ：715,966,000千円 ＋5.0％

※Ｈ26予算額 ：681,587,000千円 ＋2.3％

（１）歳 入 関 係
・県税収入 ２,３５０億円 (Ｈ28 2,490億円 ▲ 5.6%)
・地方消費税清算金 ７３５億円 ( 〃 688億円 ＋ 6.9%)
・地方交付税 １,１５０億円 ( 〃 1,256億円 ▲ 8.4%)
・県債発行額 １,１８５億円 ( 〃 921億円 ＋28.7%)
臨時財政対策債 ４６０億円 ( 〃 395億円 ＋16.5%)
退職手当債 ６０億円 ( 〃 50億円 ＋20.0%)
減収補てん債(※) １５６億円 ( 〃 － 皆 増 ）

通 常 債 ５０９億円 ( 〃 476億円 ＋ 6.9%)
・財政調整･減債基金繰入金 １４０億円 ( 〃 211億円 ▲33.6%)
・その他繰入金 ９３億円 ( 〃 109億円 ▲15.1%)
・県債依存度 １６.４％ ( 〃 12.8%)
（ 通常債の県債依存度 ７.０％ ( 〃 6.6%)

(※)県税収入の減に見合った地方交付税の増額が見込めないことから、その代替として減収
補てん債を当初予算で計上。後年度償還費の75％が地方交付税で措置される。

（２）歳 出 関 係
・人 件 費 ２,２５３億円 (Ｈ28 2,280億円 ▲ 1.2%)
退職手当 ２１６億円 ( 〃 226億円 ▲ 4.5%)
退職手当除き ２,０３７億円 ( 〃 2,054億円 ▲ 0.8%)

・公 債 費 １,０６２億円 ( 〃 1,074億円 ▲ 1.1%)
・社会保障関係費 ９７２億円 ( 〃 922億円 ＋ 5.4%)
・公共事業費 ８２４億円 ( 〃 836億円 ▲ 1.4%)
・補助公共 ２３５億円 ( 〃 237億円 ▲ 0.6%)
・単独公共 ５８９億円 ( 〃 599億円 ▲ 1.8%)
交付金事業 ３６０億円 ( 〃 360億円 ▲ 0.1%)
純単独事業 ２２９億円 ( 〃 239億円 ▲ 4.3%)

・県有施設等長寿命化事業 ２０億円 ( 〃 6億円 ＋ 247%）

（３）県債残高見込（臨時財政対策債除き）
・Ｈ２９年度末 ６,８７２億円(Ｈ28年度末 6,811億円 ＋61億円)
（減収補てん債を除くと ６,２９３億円（H28年度末 6,336億円 ▲44億円））
※ 臨時財政対策債も含む場合

１兆２,２９８億円(Ｈ28年度末 1兆2,055億円 ＋243億円)
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２．予算編成に当たっての背景

◎ わが国経済の最近の動向

わが国の景気は、緩やかな回復基調が続いている。海外経済の緩やかな成長を背景に輸

出が持ち直している。企業の設備投資は緩やかな増加基調にあり、個人消費についても底

堅く推移している。

先行きについては、金融緩和や政府の財政支出などを背景に国内需要は増加基調をたど

ることが期待される。個人消費についても所得の改善が続くことから緩やかな増加を続け

ると見込まれている。

◎ 本県経済の状況

県内経済の状況は、緩やかに回復しつつある。生産活動は、輸送機械が高水準で推移し

ているほか、化学や汎用機械等が増加していることから回復しつつある。一方、設備投資

は減少の見通しであり、住宅建設は前年を下回っている。個人消費は、賃金の上昇などか

ら持ち直しつつある。

県内の雇用情勢は、引き続き堅調な動きを示しており、平成２８年１１月の有効求人倍

率は、１.４２倍となっている。

◎ 本県の財政状況

県税収入については、平成２８年度は、県内消費が堅調な中で、地方消費税が好調であ

ることなどから、現計予算額を１０億円程度上回る、２,５００億円程度を確保できる見

通しとなっている。しかしながら、平成２９年度については、外形標準課税の拡大などの

税制改正の影響や昨年の円高による企業収益の落ち込みなどにより、法人関係税について

大幅な減少が見込まれることから、２,３５０億円と見込んだところである。

一方で、国の地方財政対策では、堅調な国内景気の動向を踏まえて、地方交付税及び臨

財債が前年度とほぼ同水準に据え置かれている。また、本県においては、平成２８年度の

好調な税収を基に地方交付税が算定されるため、平成２９年度の税収減に見合った地方交

付税が見込めず、当初予算段階で減収補てん債の発行を見込まざるを得ない状況にある。

３．予算編成に当たっての基本方針

◎ 基本的な考え方

予算編成に当たっては、平成２７年度に策定した県総合計画及び県版総合戦略を着実に

推進し、県民にとって真に必要な施策に、限られた財源を重点的・効率的に配分し、積極

的に取り組むこととした。

特に、人づくりをはじめとした未来への投資を着実に進め、群馬らしさを活かした豊か

な社会の実現に向けた施策について検討を進めてきた。また、厳しい財政状況にあって、

地方創生推進交付金や企業版ふるさと納税、ぐんま未来創生基金を活用するなど、歳入の

確保に努めた。

このような考え方に立って、平成２９年度当初予算「ぐんまの未来創生予算」を編成し

た。
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◎予算編成の柱

（１）地域を支え、経済・社会活動を支える人づくり

① 群馬の未来を担う子ども・若者の育成

・ 再編整備計画に基づき、富岡高校と富岡東高校、中之条高校と吾妻高校を統合し、平

成３０年４月に新たな高校として開校するため、必要な施設整備を進める。

・ 貧困世帯の子どもたちへの無料学習支援の拡充や、民間団体の子ども食堂の立ち上げ

等の支援を行う。

・ 全日制県立高校に引き続き、定時制高校及び通信制高校にもスクールカウンセラーを

全校配置する。

・ 平成３２年度からの小学校における英語の教科化に向けて、県独自に英語の専科教員

を１０名配置する。

・ ひきこもり状態等にある高校中退者に対して、個別訪問やカウンセリングを実施する

とともに、再学習・就労に向けた伴走支援を行う。

② 群馬の飛躍と地域の安心を支える職業人材の育成

・ 特定診療科での医師不足や地域間での医師の偏在を解消するため、医師確保修学研修

資金に外科、整形外科を追加するほか、群大病院改革の一環である(仮称)地域医療研究

・教育センターの設置に向けて、既設の地域医療支援センターの機能を拡充する。

・ 保育士を目指す学生に対して入学準備金や学費などとして修学資金を貸し付けるほ

か、保育に興味のある県内の高校生等を対象として、保育の現場等を見学し、現場職員

と意見交換を行うバスツアーなどを実施する。

・ 介護保険サービス事業者が人材育成及び処遇・職場環境の改善に取り組むことを宣言

し、掲げた取り組みを実施することで、職員の定着と人材の参入促進につなげるために、

ぐんま介護人材育成宣言制度を創設する。

③ 交流・移住・定着促進

・ ぐんま暮らし支援センター（東京有楽町交通会館内）で、本県での暮らしに関する情

報と、就職情報を一元的に提供し、本県への移住を促進する。

・ 若者就職支援センター（ジョブカフェぐんま）の運営を通じて、カウンセリングから

職業紹介、就職後のフォローアップまで、ワンストップによる若者の県内就職や職場定

着を支援する。

・ 若者の県内へのＵ・Ｉターン就職を支援するため、首都圏や県内において、群馬の企

業を知るセミナーを開催するほか、合同企業説明会や県内企業でのインターンシップに

参加する際の交通費の一部補助などを実施する。

・ 空き家対策に取り組む市町村を支援するため、先進事例等を紹介するセミナーの開催

や、所有者が不明な空き家の解体支援を実施する。
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④ 家族の理想実現

・ 女性が働き続けられるよう保育所や放課後児童クラブ等の整備を推進する。

・ 商工団体等が実施する結婚支援事業への補助など、関係者と連携し、県全体で結婚支

援の総合的な対策に取り組む。

・ 子育て世帯の経済的負担を軽減するため、中学校卒業までの子ども医療費の無料化や、

第３子以降の３歳未満児の保育料無料化を継続して実施する。

⑤ 多様な人材の活躍応援

・ 重複障害のある児童生徒や保護者の通学負担の軽減に向け、４月から、伊勢崎特別支

援学校で重複障害児の受入れを開始するほか、平成３０年４月に向け、太田高等特別支

援学校、伊勢崎高等特別支援学校などでも受入れが開始できるよう準備を進める。

・ 沼田地域において小中高一体の特別支援学校の新校舎建設事業を進める。残る、高等

部未設置地域である、藤岡・富岡・吾妻の各地域でも、平成３０年４月から、生徒の受

入れが開始できるよう準備を進める。

・ 桐生市の特別支援学校の県立移管を行うほか、館林特別支援学校の教室不足や老朽化

に対応するため、増改築工事を実施する。

・ 二葉・二葉高等特別支援学校の児童生徒及び保護者の通学負担を軽減するため、スク

ールバス導入に向けた準備に着手する。

・ 平成３０年度からの企業における精神障害者の雇用義務化に向け、精神障害者の就労

支援を強化するため、就労移行支援事業所等に対する研修等を新たに実施する。

・ 県庁、ふれあいスポーツプラザ、ゆうあいピック記念温水プールにタブレット端末を

配備し、テレビ電話機能を利用した遠隔手話通訳により、聴覚障害者と窓口職員の意思

疎通を支援する。

（２）誰もが安全で安心できる暮らしづくり

① 安心な暮らし実現

・ 特殊詐欺対策について、「振り込め詐欺等被害防止キャンペーン」の実施や、無人Ａ

ＴＭに音声ガイダンス付きの啓発パネルを設置するなど、関係団体と連携して、様々な

対策を講じる。

・ 局地的集中豪雨や台風などによる災害の未然防止や被害軽減を図るため、ソフト・ハ

ード両面からの道路防災や治水対策、土砂災害対策を推進する。

・ 警察官を１６人増員し、検挙活動を強化する。また、信号機の新設･ＬＥＤ化、老朽

化した信号柱の更新などの交通安全施設整備を推進する。

・ 高崎警察署の管轄区域を分割して新設予定の高崎北警察署（仮称）について、建設工

事に向けた準備を進める（平成３３年度末完成予定）。

・ 老朽化が進行する県有施設や県立学校施設について、屋上防水改修、空調設備更新な

ど、計画的な維持修繕を行うことで、施設の長寿命化を図る。
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② 医療・福祉連携による優しいぐんま推進

・ 県内全域の高度急性期医療を担う前橋赤十字病院の新築移転整備に対し補助を行う。

・ 患者の容態にあわせた急性期から回復期等への転院に利用するとともに、消防の救急

車の転院利用を減らすため、地域の中核となる病院の救急車整備を支援する。

・ 地域包括ケアシステムの構築に向け、地域密着型特別養護老人ホームの整備を進める

とともに、第６期高齢者保健福祉計画に基づき、特別養護老人ホームの施設整備等に対

し補助する。

・ 若年性認知症の人が就労を継続したり、その家族が介護で離職することのないよう、

相談、自立支援を行うとともに、職場や医療機関など関係機関との調整を行う若年性認

知症支援コーディネーターを新たに設置する。

・ 誰もが自殺に追い込まれることのない社会の実現を目指し、こころの健康相談ダイヤ

ルの受付時間を延長するほか、自殺対策推進センターを新設するなど、支援体制を充実

する。

・ 動物ふれあい教室などの動物の命を大切にする取り組みを実施する。また、動物愛護

団体、獣医師会等と連携して、飼い主のいない猫の繁殖制限や地域での適切な飼養管理

の活動を新たに支援する。

③ 優れた群馬の環境の保全・継承

・ 芳ヶ平湿地群の来訪者が、安心して貴重な自然環境を体験できるよう、歩道や案内標

識を再整備する。また、環境学習の場として活用するため、ボランティアガイドの育成

などを進める。

・ イノシシやシカなどの有害鳥獣による農林業被害を軽減するため、年間捕獲目標頭数

を大幅に増やすなど、農林漁業者が効果を実感できる対策を推進する。

・ 市町村が実施する汚水処理施設整備に対する補助を実施するとともに、個人が行う流

域関連公共下水道への排水設備工事に対して、継続して、市町村と連携し補助を行う。

④ 地域住民がともに助け合う「地域力」強化

・ 地域全体で消防団を応援する気運を高めるため、団員証を提示すると特典サービスが

受けられる「ぐんま消防団応援の店」を新たに展開する。

・ 県内市町村の「地域おこし協力隊」の募集情報を一括して発信するとともに、県内隊

員の情報交換会や研修会などを実施する。また、任期終了後の起業や地域への定着を支

援するためのアドバイザー派遣などを実施する。

（３）産業活力の向上・社会基盤づくり

① 群馬の未来を見据えた経済・雇用戦略

・ 本県の優れた拠点性を活かして、県内産業のさらなる発展や新たな産業の創出、若者
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や女性の雇用創出を図るため、コンベンション施設の本体工事に着手する。また、施設

の愛称公募やコンベンション関連産業への参入支援等を実施する。

・ 「次世代自動車・航空宇宙関連」「医療・ヘルスケア関連」産業への参入支援として、

専門展示会出展支援や人材育成セミナーなどを実施し、雇用創出を図る。

・ 農畜産物等の販路拡大を推進するため、各国の輸入規制の動向に応じた輸出拡大策を

展開するほか、新たに、イタリアで開催される世界的な食のコンベンション「イデンテ

ィタ・ゴローゼ」に出展し、上州和牛やこんにゃくを柱としたプレゼンを実施する。

② 群馬の産業の強みを活かす戦略

・ 「林業県ぐんま」への飛躍を目指し、施業の集約化や路網整備、高性能林業機械等の

導入を支援する。また、新たにツーバイフォーへの県産材の利用を目指す実証モデル事

業に取り組む。

・ 県産繭・生糸の流通促進や市場拡大などに取り組むほか、碓氷製糸の経営基盤強化策

として株式会社化への出資やオリジナル絹製品のデザイン制作、繰糸を体験できる環境

整備などを支援する。

・ 周遊観光パスポートの実施や広域周遊観光ルートの提案、食と土産のＰＲなど、今年

１月にＤＭＯ候補法人に登録された観光物産国際協会と連携して事業を展開する。

・ 制度融資（平成２８年１２月から貸付利率を引下げ）により、中小企業を金融面から

支援するほか、商工会、商工会議所及び県産業支援機構による経営相談など、きめ細か

な支援を行う。

・ 市町村や観光協会、商工関係団体が行う地域での観光振興事業を千客万来支援により

支援する。平成２９年度は、「ぐんまの山誘客推進枠」を新たに設け、観光資源である

山を活用した取り組みを積極的に支援する。

③ 豊かな文化・魅力を活かしたイメージアップ

・ ユネスコ「世界の記憶」登録を目指している上野三碑について、関係機関と連携した

機運醸成やＰＲに取り組み、登録記念イベントを開催する。

・ 歴史博物館において、７月にグランドオープン事業として金井東裏遺跡出土人骨や復

元レプリカの展示を行うほか、「黒井峯遺跡と群れる馬(仮)」などの企画展を開催する。

・ 上信越県境の稜線トレイルについて、未開通部分の整備に着手するとともに、既設登

山道についてより安全に楽しめるよう再整備を実施する。また、ドローンを使ったプロ

モーション映像を作成するなど、山の日をからめたＰＲ活動を実施する。

・ 国体等の大規模大会を開催できる施設を、市町村と連携して計画的に整備するため、

市町村が行う競技別拠点スポーツ施設の整備に対して１施設１億円を上限に補助する。

平成２９年度は太田市運動公園野球場の整備を支援する。

④ 群馬の未来を支える社会基盤づくり

・ 高速交通網の効果を最大限に活かすため、アクセス道路となる｢７つの交通軸｣を、引

き続き重点的、計画的に整備する。

・ 昨年６月からダム本体のコンクリート打設を行っている八ッ場ダムについて、国直轄
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事業負担金を予算計上するとともに、生活再建に向けた事業を着実に推進する。

・ 地域の重要な移動手段であるバスや鉄道の維持･活性化を引き続き進める。また、県、

沿線市町村、鉄道事業者が協力して、スロープ設置やトイレ設置などの駅及び駅周辺整

備を推進する。

（４）県政改革の推進

・ 平成２７年度に策定した「総合計画」及び「群馬版総合戦略」について、外部有識者

による評価･検証を受け、しっかりと進行管理しながら着実に推進する。

・ 次期行政改革大綱に基づき、行政改革を進めて、厳しい財政状況を克服しつつ、県民

ニーズを敏感に感じ取り、新たな行政施策にしっかりと対応できる体制をつくる。

・東国文化推進室の設置や児童相談所の体制充実など、新総合計画に掲げる目標の実現に

向け、施策を着実に推進するための体制を整備する。
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４. 重 点 項 目

(１)地域を支え、経済・社会活動を支える人づくり

① 群馬の未来を担う子ども・若者の育成 ③ 交流・移住・定着促進
・私立学校教育振興費補助 ・ぐんま暮らし支援
・私立小中学校等児童生徒経済的支援実証事 ・地域おこし協力隊の活動･定住支援(一部新規)
業（新規） ・若者就職支援
・尾瀬学校（一部新規） ・空き家対策（新規）
・富岡・甘楽地区新高校整備
・吾妻地区新高校整備 ④ 家族の理想実現
・前橋商業高等学校第二グラウンド移転整備 ・結婚応援（一部新規）
・県立高等学校等空調設備整備 ・子ども医療費補助
・ぐんま少人数クラスプロジェクト(一部新規) ・子ども・子育て支援事業費（一部新規）
・スクールカウンセラー・スクールソーシャ ・第３子以降３歳未満児保育料免除
ルワーカー配置（一部新規） ・働く女性支援
・子どもの居場所の充実（新規）
・子どもの生活・学習支援（一部新規） ⑤ 多様な人材の活躍応援
・地域学校協働活動推進（放課後子ども教室、 ・伊勢崎特別支援学校での重複障害児の受入れ
地域未来塾等） ・沼田特別支援学校整備
・高校中退者訪問支援（新規） ・館林特別支援学校改築
・青少年自立・再学習支援（G-SKY Plan、ス ・二葉・二葉高等特別支援学校スクールバス
テップアップ支援促進）（一部新規） 導入（新規）

・女性の活躍推進
②群馬の飛躍と地域の安心を支える職業人材の育成 ・手話施策の推進（一部新規）
・医師確保対策（一部新規） ・精神障害者の就労移行支援の推進（新規）
・質の高い看護師の育成推進 ・障害者雇用促進強化対策（一部新規）
・介護人材確保対策（一部新規） ・シニア就業支援センター運営
・保育人材確保対策 ・離職者等再就職訓練
・新規就農者確保・就農促進対策

(２)誰もが安全で安心できる暮らしづくり

① 安全な暮らし実現 ② 医療・福祉連携による優しいぐんま推進
・振り込め詐欺等根絶対策（一部新規） ・児童養護施設等整備費補助
・ＤＶ被害者等支援 ・児童相談所の体制強化（一部新規）
・防災情報通信ネットワークシステム更新整 ・前橋赤十字病院建設事業費等補助
備基本設計（新規） ・病床の機能分化・連携推進
・災害医療研修（新規） ・転院搬送救急車配備（新規）
・災害に強い県土を築く防災・減災対策 ・地域密着型介護拠点等整備・開設準備経費補助
・木造住宅耐震改修支援（一部新規） ・老人福祉施設整備費補助
・県有施設長寿命化推進 ・認知症施策の推進（一部新規）
・県庁舎天井耐震化工事（新規） ・健康寿命延伸対策（新規）
・学校施設長寿命化推進 ・がん患者の治療と仕事の両立支援対策（一部
・ＰＣＢ廃棄物早期処理対策 新規）
・警察官の増員 ・自殺対策の推進（一部新規）
・高崎北警察署（仮称）新設整備 ・障害児者施設整備
・前橋警察署 駅前交番新築整備（新規） ・福祉医療費補助
・総合指揮室システム更新整備（新規） ・ぐんまの動物愛護推進（一部新規）
・交通安全施設整備 ・小児医療センター駐車場増設（新規）
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③ 優れた群馬の環境の保全・継承 ④ 地域住民がともに助け合う「地域力」強化
・芳ヶ平湿地群ワイズユース促進 ・地域調整費
・ぐんま緑の県民基金事業 ・ぐんま消防団応援の店（新規）
・有害鳥獣対策（一部新規） ・地域おこし協力隊の活動・定住支援（再掲）
・汚水処理施設整備費補助 ・地域力向上

(３)産業活力の向上・社会基盤づくり

① 群馬の未来を見据えた経済・雇用戦略 ③ 豊かな文化・魅力を活かしたイメージアップ
・コンベンション施設整備推進 ・女性の視点を活かしたイメージアップ推進
・コンベンション誘致推進 （一部新規）
・コンベンション関連産業参入支援（一部新 ・「ぐんまちゃん」を活用したぐんまのイメー
規） ジアップ
・農畜産物等輸出促進（一部新規） ・「世界遺産センター（仮称）」整備（新規）
・企業誘致推進補助金（一部新規） ・世界遺産等周遊アプリ制作（新規）
・戦略産業雇用創造プロジェクト ・文化財保存事業費補助
・医療・ヘルスケア産業振興 ・上野三碑世界記憶遺産登録推進・発信事業
・ベトナムとの経済交流（一部新規） (一部新規)
・海外セールスプロモーション（一部新規） ・歴史博物館グランドオープン（新規）
・産業団地等整備 ・東国文化周知（一部新規）

・金井東裏遺跡出土甲着装人骨等調査
② 群馬の産業の強みを活かす戦略 ・古墳情報発信
・林業・木材産業構造改革 ・群馬交響楽団支援
・県産材製品販路拡大対策（新規） ・150cm望遠鏡制御システム等整備（新規）
・ぐんまの木で家づくり支援 ・稜線トレイル活用推進（一部新規）
・担い手への農地集積・集約化 ・県境稜線登山道再整備（新規）
・はばたけ「ぐんまの担い手」支援 ・県立公園おもてなしトイレ整備（新規）
・「野菜王国・ぐんま」総合対策 ・尾瀬地区おもてなしトイレ整備（新規）
・野菜価格安定（野菜生産出荷安定資金造成 ・市町村有競技別拠点スポーツ施設整備事業費
費補助） 補助金
・蚕糸業継承対策（一部新規） ・敷島公園補助陸上競技場改修（新規）
・県産農畜産物ブランド力強化対策 ・競技力向上対策（一部新規）
・浅間家畜育成牧場畜産施設及び草地整備 ・第７２回国民体育大会関東ブロック大会開催
（新規） （新規）
・小規模農村整備 ・全国高校総体開催準備（新規）
・小規模事業経営支援事業費補助 ・ぐんまマラソン開催
・<中小企業振興資金特別会計> ・県営ゴルフ場クラブハウス整備
制度融資（一部新規）
・ぐんま新技術・新製品開発推進補助（一部 ④ 群馬の未来を支える社会基盤づくり
新規） ・「７つの交通軸」の整備・強化
・千客万来支援（一部新規） ・群馬ヘリポート施設整備（新規）
・魅力ある観光地づくり推進（一部新規） ・ステーション整備
・ググっとぐんま観光キャンペーン ・交通施設バリアフリー化推進
・企業局から一般会計への繰出（新規） ・八ッ場ダム関連

・県央第一水道更新・改良工事

(４)県政改革の推進

・総合計画・総合戦略推進 ・群馬の未来を創生するための体制整備
・次期行政改革大綱推進（新規） （組織の見直し）



平成２９年度 平成２８年度

当初予算額 当初予算額

※( )内は構成比 ※( )内は構成比 増減比率
千円 千円 千円 ％

(32.4%) (34.5%)

235,000,000 249,000,000 ▲14,000,000 ▲5.6

(10.1%) (9.5%)

73,530,000 68,800,000 ＋4,730,000 ＋6.9

(4.7%) (4.4%)

33,900,000 32,000,000 ＋1,900,000 ＋5.9

. .

(15.9%) (17.4%)

115,000,000 125,600,000 ▲10,600,000 ▲8.4

(0.2%) (0.2%)

1,800,000 1,700,000 ＋100,000 ＋5.9

(11.6%) (11.2%)

83,849,005 80,986,430 ＋2,862,575 ＋3.5

(16.4%) (12.8%)

118,500,000 92,100,000 ＋26,400,000 ＋28.7

(6.3%) (5.5%)

46,000,000 39,500,000 ＋6,500,000 ＋16.5

(0.8%) (0.7%)

6,000,000 5,000,000 ＋1,000,000 ＋20.0

(2.2%) (0.0%)

15,600,000 ＋15,600,000 皆増

(7.0%) (6.6%)

50,900,000 47,600,000 ＋3,300,000 ＋6.9

(1.9%) (2.9%)

14,000,000 21,100,000 ▲7,100,000 ▲33.6

(1.3%) (1.5%)

9,294,634 10,945,588 ▲1,650,954 ▲15.1

(5.5%) (5.5%)

39,689,361 39,405,982 ＋283,379 ＋0.7

(100.0%) (100.0%)

724,563,000 721,638,000 ＋2,925,000 ＋0.4

(51.3%) (53.9%)

自 主 財 源 371,513,995 389,251,570 ▲17,737,575 ▲4.6

(48.7%) (46.1%)

依 存 財 源 353,049,005 332,386,430 ＋20,662,575 ＋6.2

（注）１  計数整理の結果、異動することがあります。

２  構成比は、表示単位未満の四捨五入の関係で、合計額と一致しない場合があります。

臨 時 財 政 対 策 債

５．財 源 構 成

対前年比較
区        分 備        考

県 税

地方消費税清算金

地 方 譲 与 税

地 方 交 付 税

地 方 特 例 交 付 金
・

交通安全対策交付金

国 庫 支 出 金

県 債

退 職 手 当 債

通 常 債

財 政 調 整 基 金
減 債 基 金
繰 入 金

･財政調整基金  80億円
･減債基金　　　60億円

経 済 危 機 対 策
関 連 基 金 な ど
そ の 他 繰 入 金

合 計

内

訳

・｢県税｣､｢地方消費税清算金｣､
｢繰入金｣､｢その他｣の合計

・｢地方譲与税｣､｢地方交付税｣､
｢地方特例交付金｣､｢交通安全
対策交付金｣､｢国庫支出金｣､｢
県債｣の合計

減 収 補 て ん 債

・｢諸収入｣､｢使用料･手数料｣､
｢分担金･負担金｣などそ の 他
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平成２９年度 平成２８年度

 当初予算額  当初予算額 備     考

　 ※( )内は構成比 ※( )内は構成比 増減比率
千円 千円 千円 ％

(50.2%) (50.7%)

363,414,501 366,050,543 ▲2,636,042 ▲0.7

(31.1%) (31.6%)

225,273,932 227,988,463 ▲2,714,531 ▲1.2

(3.0%) (3.1%)

退 職 手 当 21,610,996 22,637,276 ▲1,026,280 ▲4.5

(28.1%) (28.5%)

退職手当除き 203,662,936 205,351,187 ▲1,688,251 ▲0.8

(4.4%) (4.2%)

31,901,121 30,625,134 ＋1,275,987 ＋4.2

(14.7%) (14.9%)

106,239,448 107,436,946 ▲1,197,498 ▲1.1

(14.7%) (14.8%)

106,594,648 106,955,541 ▲360,893 ▲0.3

(3.2%) (3.3%)

23,528,000 23,666,765 ▲138,765 ▲0.6

(8.1%) (8.3%)

58,836,000 59,901,573 ▲1,065,573 ▲1.8

(5.0%) (5.0%)

交 付金 事業 35,972,000 36,001,573 ▲29,573 ▲0.1

(3.2%) (3.3%)

純 単独 事業 22,864,000 23,900,000 ▲1,036,000 ▲4.3

(3.3%) (3.2%)

24,230,648 23,387,203 ＋843,445 ＋3.6

2,040,000 587,000 ＋1,453,000 ＋247.5

(28.3%) (27.9%)

204,876,088 201,123,224 ＋3,752,864 ＋1.9

(6.9%) (6.6%)

49,677,763 47,508,692 ＋2,169,071 ＋4.6

(100.0%) (100.0%)

724,563,000 721,638,000 ＋2,925,000 ＋0.4

97,161,702 92,166,828 ＋4,994,874 ＋5.4
・｢扶助費｣＋｢補助費｣
のうちの社会保障関係
費の合計

（注）１ 計数整理の結果、異動することがあります。

      ２ 構成比は、表示単位未満の四捨五入の関係で、合計額と一致しない場合があります。

そ の 他

・建設事業に対する補
助を含む

区        分

単 独 公 共 事 業

公
　
共
　
事
　
業
　
費

うち、社会保障関係費

合 計

・｢貸付金｣､｢物件費｣､｢
繰出金｣､｢積立金｣など

その他建設事業

補 助 費 等

人 件 費

補 助 公 共 事 業

うち、県有施設等
長寿命化事業

対前年比較

６．歳出予算の概要（性質別予算額）

義 務 的 経 費

扶 助 費

公 債 費

投 資 的 経 費
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7,246 億円 ← 7,216 億円
100.4%

平成２９年度当初予算  財源構成

平成 ２９ 年度 平成 ２８ 年度

地方消費税清算金 ７３５億円

地方譲与税 ３３９億円

県 税

２,３５０億円

地方特例交付金・交通安全対策交付金

その他

４１５億円

通 常 債 ４７６億円

財政調整・減債基金繰入金 １４０億円
その他繰入金 ９３億円

県 債
１,１８５億円

地方交付税

１,１５０億円

臨時財政対策債 ４６０億円

国庫支出金 ８３９億円

通 常 債 ５０９億円

退職手当債 ６０億円

地方消費税清算金 ６８８億円

地方譲与税 ３２０億円

県 税

２,４９０億円

地方特例交付金・交通安全対策交付金

その他

４１１億円

通 常 債 ４７６億円

財政調整・減債基金繰入金 ２１１億円

その他繰入金 １０９億円

地方交付税

１,２５６億円

臨時財政対策債 ３９５億円

国庫支出金 ８１０億円

通 常 債 ４７６億円

退職手当債 ５０億円

県 債

９２１億円

減収補てん債 １５６億円

－12－



7,246 億円 ← 7,216 億円
100.4%

平成２９年度当初予算  歳出予算性質別内訳

平成 ２９ 年度 平成 ２８ 年度

単独公共事業

５８９億円

公債費 １,０６２億円

退職手当 ２１６億円

退職手当除きの

人 件 費

２,０３７億円

補助公共事業 ２３５億円

交付金事業 ３６０億円

純単独事業 ２２９億円

扶助費 ３１９億円

人件費

２,２５３億円

その他 ４９７億円

補 助 費 等

２,０４９億円

その他建設事業 ２４２億円

単独公共事業

５９９億円

人件費

２,２８０億円

公債費 １,０７４億円

退職手当 ２２６億円

退職手当除きの

人 件 費

２,０５４億円

補助公共事業 ２３７億円

交付金事業 ３６０億円

純単独事業 ２３９億円

扶助費 ３０６億円

その他 ４７５億円

補 助 費 等

２,０１１億円

その他建設事業 ２３４億円

うち県有施設等長寿命化事業 20億円
うち県有施設等長寿命化事業 6億円
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千円 千円 千円

母 子 父 子 寡 婦 福 祉
資 金 貸 付 金 367,809 332,397 ＋35,412

・母子・父子家庭や寡婦の方に、
生活の安定・向上のために資金を
貸し付け。

農 業 改 良 資 金 78,128 52,277 ＋25,851
・農業後継者を育成するため就農
支援資金を貸し付け。

県 有 模 範 林 施 設 費 78,188 83,038 ▲4,850
・県で所有している森林の管理、
経営、処分などを運営。

小規模企業者等設備導
入 資 金 助 成 費 100,974 595,917 ▲494,943

・中小企業者が共同して経営基盤
の強化や経営環境の改善に取り組
むための資金を貸し付け。

用 地 先 行 取 得 1,693,051 4,809,141 ▲3,116,090
・道路や県の施設を整備するため
に必要な土地の購入を実施。

収 入 証 紙 6,397,117 6,339,337 ＋57,780
・県税や使用料、手数料などの収
入に用いる群馬県証紙の発行など
を実施。

林 業 改 善 資 金 424,109 424,086 ＋23
・林業経営の開始、林業従事者の
安全の確保等のための資金を貸し
付け。

流 域 下 水 道 事 業 費 8,751,700 8,360,170 ＋391,530
・原則２つ以上の市町村にまたが
る流域下水道の建設・管理を県が
実施。

公 債 管 理 91,450,856 90,457,267 ＋993,589
・満期一括償還方式である市場公
募債の発行、償還などを実施。

中 小 企 業 振 興 資 金 49,834,238 59,125,830 ▲9,291,592
・中小企業者が有利な条件で金融
機関から融資を受けられる制度を
運営。

新 エ ネ ル ギ ー 3,887 3,710 ＋177
・県有施設に設置した太陽光発電
施設の維持・管理を実施。

合 計 159,180,057 170,583,170 ▲11,403,113

備        考

７.特別会計予算の概要

会  計  名
平成２９年度
当初予算額

平成２８年度
当初予算額 対前年比較
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科        　　　　　目

千円 千円 千円

収 入 7,657,305 7,573,446 ＋83,859

支 出 7,146,281 6,899,225 ＋247,056

収 入 1,025,631 2,421,717 ▲1,396,086

支 出 4,360,107 5,329,896 ▲969,789

収 入 2,104,896 2,718,447 ▲613,551

支 出 1,967,136 4,884,687 ▲2,917,551

収 入 1,503,104 355,000 ＋1,148,104

支 出 2,287,095 1,573,917 ＋713,178

収 入 7,422,583 7,401,256 ＋21,327

支 出 6,284,302 5,795,808 ＋488,494

収 入 1,643,123 540,785 ＋1,102,338

支 出 4,443,865 7,522,078 ▲3,078,213

収 入 7,063,023 5,388,076 ＋1,674,947

支 出 5,932,668 4,605,093 ＋1,327,575

収 入 1,218,933 2,083,027 ▲864,094

支 出 2,703,756 4,115,900 ▲1,412,144

収 入 128,884 128,176 ＋708

支 出 128,884 128,176 ＋708

収 入 116,818 111,126 ＋5,692

支 出 138,194 138,194

収 入 930,735 949,119 ▲18,384

支 出 808,185 779,847 ＋28,338

収 入 50,000 ＋50,000

支 出 436,657 314,503 ＋122,154

収 入 29,568,440 27,783,202 ＋1,785,238

支 出 30,315,682 28,509,167 ＋1,806,515

収 入 3,014,822 3,659,913 ▲645,091

支 出 4,354,480 4,884,254 ▲529,774

収 入 63,448,297 61,113,290 ＋2,335,007

合           計 支 出 71,307,292 75,480,745 ▲4,173,453

病 院
事 業 会 計

収益的
収 支

・各専門分野における高
度医療部門を受け持ち、
心臓血管センター、がん
センター、精神医療セン
ター、小児医療センター
の４病院を運営。

資本的
収 支

合　　　　　　　計

駐 車 場
事 業 会 計

収益的
収 支

・高崎駅西口のウエスト
パーク1000の運営。

資本的
収 支

施 設 管 理
事 業 会 計

収益的
収 支 ・群馬へリポ－ト格納庫

の賃貸、群馬県公社総合
ビルの賃貸及び県営ゴル
フ場の運営。

資本的
収 支

水 道
事 業 会 計

収益的
収 支

・水道用水供給事業及び
その附帯事業並びに水道
用水に関する調査を行う
もので、県央第一、新田
山田、東部地域及び県央
第二の４水道を運営。

資本的
収 支

団 地 造 成
事 業 会 計

収益的
収 支 ・産業団地の用地取得･造

成･分譲、住宅団地の分譲
及びニュータウンの造成･
分譲。

資本的
収 支

電 気
事 業 会 計

収益的
収 支

・発電事業及びその附帯
事業並びに電源開発に関
する調査を行うもので、
水力･火力･風力･太陽光、
合わせて36発電所を稼
働。

資本的
収 支

工業用水道
事 業 会 計

収益的
収 支

・工業用水供給事業及び
その附帯事業並びに工業
用水に関する調査を行う
もので、渋川工業用水道
及び東毛工業用水道を運
営。

資本的
収 支

８．企業会計予算の概要

会　計　名 区　分
平成２９年度
当初予算額

平成２８年度
当初予算額

対前年比較
備　　　考
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